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１　補正予算案の考え方について

　各局からの要求に対する財政局案の考え方は以下の通りです。

※「保留」は財政局案段階では上記の判断を行わず、市長判断に委ねる

　事項です。

　各局からの要求に対する予算案の考え方は以下の通りです。

区分 理　　　　　由

① 所管局の要求（見積り）通り

② 事業内容、積算内容を精査のうえ計上

③ 局現計予算額の範囲内で対応を検討

④ 緊急性等の観点から財政局案段階では未計上

区分 理　　　　　由

① 所管局の要求（見積り）通り

② 事業内容、積算内容を精査のうえ計上

③ 局現計予算額の範囲内で対応

④ 緊急性等の観点から計上せず
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２　補正予算要求事業

（１）総括表 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

15 － － 
(15) (－) (－)

－ － － 
(－) (－) (－)

2,013 1,724 1,724 
(1) (1) (1)

2,028 1,724 1,724 
(16) (1) (1)

総務局

環境局

要 求 額区 分 予 算 案財 政 局 案

教育委員会

合 計

-  2  -



（２）各局の内訳 （単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（総務局） 議会活動に関する情報を積極的 － 
議会報告会の開催 に公開するとともに、市民意見 2 (－)
　（市会事務局） を把握し、議会活動に反映させ (2) － 

るため、議会報告会を開催 (－)
（総務局） 議会活動に関する情報を積極的 － 
市会だよりの例月化 に公開・発信するため、市会だ 9 (－)
　（市会事務局） よりの例月化を実施 (9) － 

(－)
（総務局） 議会活動に関する情報を積極的 － 
区役所等における議 に公開・発信するため、区役所 1 (－)
会広報番組の放送 等における議会広報番組の放送 (1) － 
　（市会事務局） を実施 (－)
（総務局） 議会活動に関する情報を積極的 － 
市会図書室でのイン に公開・発信するため、市会図 3 (－)
ターネット中継の閲 書室において、インターネット (3) － 
覧とＤＶＤの貸出し 中継の閲覧とＤＶＤの貸出しを (－)
　（市会事務局） 実施

（環境局） 可燃･不燃･粗大ごみの収集（プ － 
可燃・不燃・粗大ご ラスチック製容器包装収集を含 － (－)
みの収集委託 む）の一部を平成25年４月から (－) － 

民間へ委託 (－)

　債務負担行為
　　期間　㉕～㉙
　　限度額　2,378百万円

（環境局） 名古屋市リサイクル推進公社に － 
資源（空きびん）の 委託している空きびんの収集を、 － (－)
収集委託 平成25年４月から民間へ委託 (－) － 

(－)
　債務負担行為
　　期間　㉕～㉙
　　限度額　2,328百万円

5

6

要 求 概 要
財政局案

番
号

事 項 名

1

2
保留

④

保留

④

④

保留

考え方

保留

④

予算案
要求額

3

4

①

①

①

①
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（単位：百万円）
（　　）書は一般財源額

（環境局） 名古屋市リサイクル推進公社に － 
資源（プラスチック 委託しているプラスチック製容 － (－)
製容器包装）の収集 器包装の収集を、平成25年４月 (－) － 
委託 から民間へ委託 (－)

　債務負担行為
　　期間　㉕～㉙
　　限度額　340百万円

（環境局） 地中障害物の撤去に時間を要し、 　　 － 
ごみ埋立処分場の整 年度内に予定していた工事の完 － (－)
備 了が見込めないため、繰り越す (－) － 

もの (－)

　繰越明許費　184百万円

（教育委員会） 港区と南区の津波避難ビル未指 1,724 
小・中学校の津波避 定の小・中学校において、指定 (1)
難ビル指定に向けた に必要な屋上フェンス、避難階 2,013 うち繰越明許費

整備 段等の整備を実施 (1) 1,724 
うち繰越明許費 1,724 

2,013 (1)
うち繰越明許費

1,724 
（教育委員会） 過大規模校となることが見込ま － 
中学校新設用地の造 れる志段味中学校の分離新設校 － (－)
成 を、平成27年度に開校させるた (－) － 

め、用地の造成を実施 (－)

　債務負担行為
　　期間　㉕
　　限度額　255百万円

①

7

9

10

番
号

8

①

予算案

財政局案

①

事 項 名 要 求 概 要 要求額 考え方

①

①

②

②

①
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３　使用料・手数料改定等

（単位：百万円）

（健康福祉局） 国民健康保険法施行令の改正に
国民健康保険料 伴い、保険料所得割額の算定方 25年4月 － 

式を変更（条例改正予定）

　所得割額の算定基礎
　　住民税額
　　→基礎控除及び本市独自の
　　　所得控除後の総所得金額
　　　等（平成25年６月の本算
　　　定より）

　独自の所得控除の内容
　　扶養家族
　　　一人につき33万円
　　障害者本人、寡婦（夫） 　
　　　92万円
　　障害者の扶養家族
　　　一人につき53万円

住民税額等を適用要件としてい
る保険料減免制度について所得
を基準とする適用要件に置き換
え（規則改正予定）

（住宅都市局） 長期優良住宅建築等計画の認定
長期優良住宅建築等 を受けた者が、その計画を変更 25年4月 1 
計画の変更に関する するための認定申請手数料を新 平年度
認定申請手数料 設（条例改正予定） ベース
　（新設）

（現行）無料
（改定後）
　一戸建の住宅
　　4,000円(25,300円)
　共同住宅等
　　8,000円(59,200円)～
　　　139,600円(1,845,600円)
　(　)書の金額は条例で定める
　機関による事前審査なしの場
　合 　

1

1 

2

①

1 ①

－ ①

－ ①

考え方

予算案

番
号

事 項 名 概 要
実施
時期

改定
見込額

財政局
案
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（単位：百万円）

（住宅都市局） 都市の低炭素化の促進に関する
低炭素建築物新築等 法律の制定に伴い、市街化区域 24年12月 16 
計画の認定申請手数 において、低炭素建築物の新築 平年度
料 等をする者が、計画の認定を受 ベース
　（新設） けるための手数料を新設（条例

改正予定）

　一戸建の住宅　
　　5,200円(37,100円)
　共同住宅等
　　住戸の部分
　　　5,200円(37,100円)～
　　　 186,100円(636,500円)
　　共用廊下等の部分
　　　10,300円(118,500円)～
　　　 218,000円(544,200円)
　　非住宅の部分
　　　10,300円(261,600円)～
　　　 218,000円(979,400円)
　その他の建築物
　　10,300円(261,600円)～
　　 218,000円(979,400円)
　　　　　　　　　　　　など
　(　)書の金額は条例で定める
　機関による事前審査なしの場
　合

3

16 ①

16 ①

予算案

実施
時期

改定
見込額

財政局
案

考え方
番
号

事 項 名 概 要
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（各局お問い合わせ先）

企 画 経 理 課

住 宅 都 市 局

教 育 委 員 会 052-972-3210

環 境 局

企 画 経 理 課

総 務 課

総 務 課健 康 福 祉 局 052-972-2608

052-972-2905

052-972-2667

総 務 局 総 務 課 052-972-2104

電 話 番 号担 当 課担 当 局 室


